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はじめに 

わが国においては、高度経済成長期から急激な人口増加と社会変化により、

公共施設や道路・橋りょうといった土木インフラの整備が進められてきました。

建設から 30年以上経過した公共施設や土木インフラは、日常的な修繕による対

応が増えてくるほか、維持管理のための大規模改修が必要となり、耐用年数を

経過したものについては更新が必要となってきます。 

一方、世界経済の成長率は低迷を続け、わが国の経済成長率も低い値を推移

しており、先進国の中でも最悪の水準にあるといわれる公債残高も増加の一途

をたどっています。それに加え、少子高齢化に伴う社会保障費の増加、また、

生産年齢人口の減少に伴う税収の減少等によって、将来の財政状況はさらに厳

しくなることが予測されています。 

このような中で、地方公共団体においては、高度化・多様化する住民ニーズ

に対応し、住民の皆様に満足していただける行政サービスを提供していくこと

が求められています。行政サービスを継続するためには、財政基盤の盤石化が

喫緊の課題です。 

公共施設の老朽化は、将来的な更新費用の増加を意味しています。人口減少

等により財政状況は厳しくなる中、社会構造や住民ニーズの変化により公共施

設等の利用需要や必要とされる機能が変化していくことが予想されます。行政

サービスの水準を維持するためには、公共施設の維持更新費を適正な水準に抑

えていく必要があります。 

本町が今後も健全な財政運営を続け、住民へのサービス水準を維持しつつ、

公共施設等を適正に管理していくため「板倉町公共施設等総合管理計画」を策

定することとしました。 
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 計画策定の背景と目的 第１章

 背景 １．

昭和 30（1955）年の合併により板倉町が誕生してから、本町では、人口

構造の変化や社会的ニーズに対応するため、学校、子育て支援施設、公民館

などの公共施設を建設し、道路や橋りょう、用排水路といった土木インフラ

に対しても改良や整備を進めてきました。 

しかし、人口の減少と少子高齢化により、建設された当初とは人口構造も

変化し、社会的ニーズも変化してきています。現在、公共施設の中で最も古

いものは昭和 33（1958）年 7月建設の役場本庁舎となりますが、庁舎につい

ては日常業務のほか防災や災害復旧の拠点施設としての観点も踏まえて「板

倉町役場庁舎基本計画」が策定され、平成 28（2016）年度から新庁舎の建設

工事が始まっています。このほかにもこれまでに建設された公共施設や土木

インフラ（以下「公共施設等」という。）の老朽化が進んでおり、今後施設

について修繕や大規模改修、更新が必要となる時期を控えています。 

また、人口の減少と少子高齢化により、今後財政面では町税収入の伸び悩

みに加え義務的経費の増大なども予想されます。長期的には財政の自由度が

低くなり、財政状況の硬直化が進むことを見据えておく必要があります。 

 目的 ２．

将来的に予測される財政状況に対応するためには、公共施設等の更新にか

かる費用を適正な水準に抑えることが課題となります。長期的な視点により

長寿命化・統廃合・更新・除却の施策を行うことにより、公共施設等の更新

が財政状況に与える負担を軽減・平準化し、社会的ニーズにあった行政サー

ビスの機能を提供するため、板倉町公共施設等総合管理計画（以下「総合管

理計画」という。）を策定します。 

 位置づけ ３．

本計画は、本町の上位計画である「第 1次板倉町中期事業推進計画（以下

「中期事業推進計画」という。）」を下支えする計画であり、「板倉町総合戦

略」と連動して、各政策分野の中で公共施設面の取り組みに対して横断的な

指針と行動計画を提示するものです。これまでに策定した「板倉町役場庁舎

基本計画」、「板倉町舗装維持修繕計画」、「板倉町橋梁長寿命化修繕計画」、「板
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倉町耐震改修促進計画」などの個別の施設計画については、本計画を上位計

画と位置づけ、本計画の方針との整合性や計画自体の実現可能性を検証する

こととします。また、広域的な観点での公共施設等が担う都市機能の連携強

化や機能分担についても、現在策定中の「館林都市圏広域立地適正化に関す

る基本方針」に基づき、今後検討していくこととします。 

 計画期間 ４．

本計画は、公共施設等の寿命は数十年に及び、中長期的な視点が不可欠で

あることから、平成 28（2016）年度から平成 67（2055）年度までの 40年間

の将来推計に基づき策定します。中期事業推進計画の期間と同期を図るため、

策定作業に充てた平成 28年度を除いた、平成 29（2017）年度から平成 39（2027）

年度までの 11 年間を当初の計画期間とします。具体的な実施計画について

は、平成 31（2019）年度までは中期事業推進計画の後期実施計画に記載しま

す。平成 32（2020）年度からは次期の中期事業推進計画と実施計画へ反映す

るものとし、以後は中期事業推進計画の策定時に併せて内容を更新していく

ものとします。また、期間内であっても必要に応じて見直しを実施します。 

具体的な計画を中期事業推進計画の実施計画へ記載することにより、所管

課局において進行管理やマネジメントを行います。中期事業推進計画の実施

計画では、毎年度ごとに各事業の評価と検証および見直しを行っていくロー

リング方式により、事業の進行管理を行っています。財政的な裏づけを行う

ため、歳入・歳出額の変動や扶助費等の増大、更新費用試算条件の変更など

があった場合や緊急性なども勘案しながら実施計画の見直しを行います。 

現在、館林市との法定合併協議会が設立され、合併に関する事項について

協議が行われています。合併がなされた場合には新市による総合管理計画を

策定するものとします。 

 対象範囲 ５．

総合管理計画では本町が所有するすべての公共施設等を対象とします。 

一部事務組合が保有している消防関係施設、公立病院関係施設、衛生施設

などは総合管理計画の対象から除外します。しかしながら、一部事務組合の

施設整備による起債については将来の負担金の増額等が予想されますので、

支出の見込みについて財政面で考慮する必要があります。 

また、上水道については、平成 28 年度より太田市、館林市、みどり市、
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板倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町の 3市 5町により群馬東部水道

企業団が設立され、水道事業が統合されました。板倉町水道事業として整備

してきた上水道の資産はすべて企業団へ引き継がれましたので、上水道につ

いても総合管理計画の対象から除外します。 

総合管理計画では、本町の所有するすべての公共施設等を公共施設（いわ

ゆるハコモノ）、土木インフラの 2 つに分類し整理します。さらに公共施設

については、機能別に学校教育系施設、社会教育系施設（文化系施設、スポ

ーツ・レクリエーション施設を含む）、子育て支援施設、保健・福祉施設、

清掃施設、行政施設、公営住宅、公園の 8つに分類します。土木インフラに

ついては、道路、橋りょう、用排水路、下水道の 4つに分類し整理します。 

 

 
図 １-１ 公共施設等総合管理計画の対象範囲  
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 人口と財政の現状と将来見通し 第２章

 人口の現状分析と将来見通し １．

平成 28年 3月に策定した板倉町人口ビジョン（以下「人口ビジョン」と

いう。）は、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を勘案し、本町

における人口の分析を行い、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を

示すものです。人口ビジョンで示す人口推移等から、今後の課題を明確化し、

板倉町総合戦略の基本的な考え方の基盤として活用しています。総合管理計

画でも、人口ビジョンを基本的な考え方の基盤として活用することとします。 

① 人口推移と将来推計 

板倉町の人口は、本町が誕生した昭和 30（1955）年には 19,429人でした

が、その後減少傾向で推移し、55年後の平成 22（2010）年には 15,706人と

なり、19.2%減少しています。 

人口の減少傾向は今後も続くと予測されており、国立社会保障・人口問題

研究所（以下「社人研」という）が平成 25年 3月に公表した推計結果では、

10年後の平成 37（2025）年には、14,260 人（昭和 30年比 73.4%）、25年後

の平成 52（2040）年には 12,216人（昭和 30年比 62.9%）まで減少すると予

測されています。 
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図 ２-１ 板倉町の人口推移と将来推計（板倉町人口ビジョン） 
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② 年齢３区分別人口の推移 

年齢３区分別の人口を見ると、生産年齢人口（15～64歳）は平成 22（2010）

年で 10,104 人ですが、今後も減少傾向が見込まれるため、平成 52（2040）

年には 6,675 人となり、平成 22 年(2010)年と比べ、33.9%減少することが

見込まれています。 

一方、老年人口は平成 37（2025）年まで増加傾向ですが、平成 37（2025)

年以降は減少することが見込まれています。老年人口の割合は、平成 22（2010）

年には 23.5%でしたが、平成 52（2040）年には約 36.3%まで上昇し、生産年

齢人口 3 人で老年人口 2 人を支えることになります。 

 

 
図 ２-２ 年齢３区分別人口の推移（板倉町人口ビジョン） 
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にかけて、生産年齢人口は約 3,900人、年少人口は約 2,300人減少し、本町

の総人口に対する割合が大きく減少すると予測されます。 
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図 ２-３ 人口ピラミッドの推移（板倉町人口ビジョン） 
④ 年齢階級別純移動数の時系列分析（総数） 

本町の年齢別純移動数1（総数）を見ると、15～19→20～24と 20～24歳→

25～29 歳の転出が非常に多いのに対し、10 代前半と 30 代後半から 40 代は

転入が多く、60代以降は転出・転入が拮抗しています。これは、就学・就業

期の世代が他地域に転出する人が多いことを示しています。板倉ニュータウ

ンや移住促進事業等の効果と見られる子育て期の世代が子どもと一緒に一

定程度板倉町に転入しているにも関わらず、残念ながら人口流出が補いきれ

ていない現状を示しています。 

                         
1 年齢別純移動数：転入数から転出数を差し引いたネットの移動のこと。 
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出典）昭和 55（1980）年・平成 22（2010）年：国勢調査 

平成 52（2040）年：「日本の地域別将来人口推計（H25.3.27）」、国立社会保障・人口

【平成 22（2010）年】 

【平成 52（2040）年】 
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図 ２-４ 年齢階級別純移動数の時系列分析（総数）（板倉町人口ビジョン） 

 

 本町が目指すべき将来人口の展望 ２．

板倉町人口ビジョンによる目指すべき将来人口については、人口減少の傾

向を最大限緩和する目標として、現状を踏まえ、下記の水準の達成を目指す

こととしています。 

◆「出生に関する仮定」については、中期目標として平成 52 年(2040)ま

でに合計特殊出生率を 1.80、長期目標として平成 72 年(2060)までに合

計特殊出生率 2.07を目指す。 

◆「移動に関する仮定」については、短・中期的に板倉ニュータウンの現

状を把握し入居率の改善、および板倉ニュータウン以外の社会増減なし

を実現し、以後その状態を維持することを目指す。 

表 ２-１ 目指すべき将来人口（板倉町人口ビジョン） 

目標年次 目標内容 

中期目標 
平成 52年 

(2040) 

○合計特殊出生率の上昇（目標：1.80）、移動率の改善（板倉ニ

ュータウン入居率の改善、板倉ニュータウン以外の増減なし）

を達成することにより、人口規模 13,800 人の確保を目指し

ます。（社人研推計より 1,500人増） 

出典）「地域経済分析システム」、まち・ひと・しごと創生本部 
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長期目標 
平成 72年 

(2060) 

○合計特殊出生率の人口置換水準（目標：2.07）の達成、移動

率の改善（板倉ニュータウン入居率の改善、板倉ニュータウン

以外の増減なし）により、人口規模 11,500 人の確保を目指

します。（社人研推計より 2,200人増）  
① 人口の将来展望と社人研推計値との比較 

中期目標として平成 52（2040）年までに、合計特殊出生率を 1.80、移動

率の改善により、人口規模は 13,800 人を確保します。中期目標として目指

すのは、社人研の推計を 1,600人ほど上回る人口となります。 

長期目標として平成 72（2060）年までに、合計特殊出生率を 2.07、移動

率の維持により、人口規模 11,500 人を確保します。長期目標として目指す

のは、社人研の推計を 2,200人ほど上回る人口となります。  
 

図 ２-５ 人口の将来展望と社人研推計値との比較 

② 人口の将来展望における年齢区分別構成比の推移 

板倉町人口ビジョンでは、人口減少の傾向を緩和することを目指していま

す。目標とする合計特殊出生率と移動率を達成することにより、平成 32（2020）

年から年少人口の構成比が増加していきます。しかしながら、現時点で老年

人口が多く年少人口が少ない「つぼ型」の人口ピラミッドの形状であるため、

生産年齢人口の構成比の減少は緩やかになりますが止まることはありませ

短期 中期 長期 
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ん。老年人口の構成比は増加が緩やかになり、やがて横ばいになります。 

 
図 ２-６ 人口の将来展望における年齢区分別構成比の推移 

目指すべき将来人口でも、人口が減少しつつ年齢区分別構成比が変化しま

すので、年少人口の構成比の増加がそのまま年少人口の増加にはつながりま

せん。構成比も減少する生産年齢人口は減少が続くことになります。 

 
図 ２-７ 人口の将来展望における年齢区分別人口の推移  
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 財政の現状と将来見通し ３．

① 歳入決算額の推移 

平成 27（2015）年度の歳入決算額は 62.2億円となっています。 

平成 18（2006）年度から平成 27（2015）年度までの歳入決算額の推移を

見ると、平均で 61.1 億円の歳入となっています。国庫補助事業の実施に伴

う国庫支出金2、地方債3の借入額によって歳入額が変化する傾向にあります。 

主な自主財源4である町税は、概ね 19.4億前後での推移となっていますが、

平成 20（2008）年度の 20.4億をピークにして減少傾向にあり、平成 27（2015）

年度は 19.3億円となっています。 

 

図 ２-８ 歳入決算の推移 

  

                         
2
 国庫支出金：特定の事業に対しての国からの補助金などのこと。 

3
 地方債：町の借入金のこと。 

4
 自主財源：町が自主的に収入することができる財源のこと。 
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② 歳出決算額の推移 

平成 27（2015）年度の歳出決算額は 55.2億円となっています。 

平成 18（2006）年度から平成 27（2015）年度までの歳出決算額の推移を

見ると、50億円から 60億円の歳出となっています。扶助費5について、歳出

決算額の増減に相関せず年々増加傾向にあることがわかります。 

 
図 ２-９ 歳出決算の推移 

  

                         
5
 扶助費：社会保障制度の一環として各種の法令等に基づき高齢者、児童、心身障

害者等に対して生活を維持するために支出される経費および町が単独で行っている

各種扶助の経費のこと。 
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③ 投資的経費の推移 

平成 27（2015）年度の投資的経費6は 5.0億円となっています。 

平成 18（2006）年度から平成 27（2015）年度までの投資的経費の推移を

見ると、3.3 億円から 10.0 億円と年度により金額の増減があります。平成

22（2010）年度の用地取得費が高額となっているのは、板倉町土地開発公社

（以下「土地開発公社」という。）が先行取得していた土地を購入したため

です。10年間の投資的経費の平均は 6.1億円となっています。投資的経費の

使途内訳は、年度により金額の増減があります。その年度ごとに注力すべき

分野に集中して配分を行っているためです。 

直近 5年間では減少傾向にあり、平成 23（2011）年度から平成 27（2015）

年度の投資的経費の平均は 5.4億円です。 

 
図 ２-１０ 投資的経費の推移 

  

                         
6
 投資的経費：支出の効果が単年度また短期的に終わらず、固定的な資本の形成に

向けられる経費（普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費）のこと。 
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④ 性質別経費の内訳と将来推計 

過去の歳出決算の増減率などを基に、本年度と来年度の予算額や今後の歳

出や負担が予想される費用を考慮して将来の歳出合計を推計すると、今後は

一時的に増加しますが、その後は同程度で推移することが見込まれます。合

計は同程度となりますが、性質別経費を長期的に見ると、義務的経費7がゆる

やかに増加し、投資的経費はゆるやかに減少、その他の費用がほぼ同程度と

なります。 

義務的経費については、扶助費が増加傾向にあり、公債費8は庁舎建設終

了後増加してその後同程度で推移します。投資的経費については、普通建設

事業費が庁舎建設に伴い一時的に増加しますが、その後は微減傾向となりま

す。その他の経費については、物件費9と補助費10が増加傾向となります。 

 
図 ２-１１ 歳出合計と性質別経費の内訳 

邑楽館林医療事務組合による館林厚生病院新病棟の建設と既存棟の改修

工事、館林衛生施設組合による広域ごみ処理施設として焼却処理施設・リサ

イクル処理施設・最終処分場の建設など、一部事務組合の施設整備が続いて

います。補助費の上昇は、借入金返済に伴う負担金が見込まれるためです。 

                         
7
 義務的経費：支出することが制度的に義務づけられている経費（人件費、扶助費、

公債費）のこと。 
8
 公債費：町が借り入れた地方債の元利償還金（返済金）のこと。 

9
 物件費：消費的性質の経費（賃金、旅費、交際費、需用費、役務費、備品購入費、

委託料、使用料および賃借料、原材料費など）のこと。 
10
 補助費：講師謝金などの報償費、一部事務組合への負担金、各種団体等に対して

の補助金および交付金などの経費のこと。 
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図 ２-１２ 歳出経費の内訳 

 

⑤ 地方債現在高の推移 

平成 27（2016）年度末の地方債現在高11は 37.6億円となっています。 

平成 18（2006）年度から平成 27（2015）年度までの地方債現在高の推移

を見ると、平成 24（2012）年度は借入金である地方債額が返済金である公債

費を上回り、一時的に現在高が増加しました。そのほかの年度では返済金が

借入金を上回っているため、地方債現在高は着実に減少してきています。 

現在着工している新庁舎の建設資金を調達する必要がありますので、その

際には地方債現在高の増加が見込まれます。 

 

図 ２-１３ 起債現在高の推移  

                         
11
 地方債現在高：地方債（借入金）の総額のこと。 
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⑥ 積立金現在高の推移 

平成 27（2016）年度末の積立金現在高12は 37.1億円となっています。 

積立金現在高は平成 21（2009）年度末の 28.3億円までは減少を続けてい

ましたが、以降は増加に転じています。積立金の内訳については、財政調整

基金13と庁舎建設基金14が増加しています。庁舎建設基金については、新庁舎

建設の財源とするため、取り崩しを行うことになります。減債基金15は減少

していますが、本町では世代間負担および財政負担の平準化のため、借入資

金の返済方法に元利均等償還方式を選択し、各年度予算で公債費として返済

しています。満期一括償還方式を選択している借入資金はないため、現状で

は減債基金を積み増しする必要はありません。 

 
図 ２-１４ 年度末基金残高の推移 

  

                         
12
 積立金現在高：財政調整基金や減債基金など特定の目的のために積み立てた資金

の総額のこと。 
13
 財政調整基金：年度間の財源を調整して計画的な財政運営を行うための基金のこ

と。 
14
 庁舎建設基金：町庁舎等の建設に要する経費の財源に充てるための基金のこと。 

15
 減債基金：地方債の償還に必要な財源を確保するための基金のこと。 
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 目指すべき将来人口をふまえた財政状況の将来見通し ４．

目標とする合計特殊出生率と移動率の改善を達成しても、人口は減少して

いきます。現在の「つぼ型」人口ピラミッドの形状により、年少人口の構成

比率が増加しても生産年齢人口の減少を止めることはできません。生産年齢

人口の減少と老年人口の増加は、本町の歳入と歳出の双方に影響があります。

目指すべき将来人口を達成するとしても、本町の今後の財政状況はより厳し

いものとなっていくと考えられます。 

① 人口の変化による地域への影響 

人口が減少し、かつ生産年齢人口が減少することは、地域経済や産業等へ

影響を与えます。労働力人口に占める若者の割合の減少は、地元企業等への

従事者不足、農業の担い手不足による農業の衰退と農地の荒廃や地域のコミ

ュニティ機能の維持が難しくなることが考えられます。 

年少人口の減少による小・中学校の児童・生徒の減少は、学校運営の適正

規模が維持できなくなり、学校の統廃合をする必要性がでてきます。 

② 人口の変化による歳入への影響 

人口減少による地域への影響は、個人所得の減少、消費需要の低迷につな

がります。生産年齢人口の減少も伴うため、町税について減収を見込んでお

く必要があります。 

③ 人口の変化による歳出への影響 

老年人口の増加により、医療費等の社会保障関係経費の増加につながりま

す。現状でも年々扶助費が増加傾向にありましたが、今後も扶助費が増大し

ていくことを見込まなければなりません。 

小中学校の統廃合に伴う通学範囲の拡大への対策、コミュニティの機能維

持への対策、防犯・防災と災害発生時の対策など、人口減少による新たな住

民ニーズに対応していく必要があります。 

④ 一部事務組合の負担金見込み 

一部事務組合の施設整備により、今後負担金の増加が見込まれます。 

⑤ 庁舎建設に伴う地方債現在高と積立金現在高の見込み 

新庁舎の建設に伴い、庁舎等建設基金の取り崩しによる積立金現在高の減

少が見込まれます。また、世代間負担および財政負担の平準化のため、残り

の資金調達は地方債を借入しますので、地方債現在高の増加が見込まれます。 
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 公共施設等の現状と将来見通し 第３章

 公共施設の現状 １．

昭和 30年（1955年）の合併により板倉町が誕生してから、人口構造の変

化と社会的ニーズに対応するため、集中して公共施設の整備を進めてきた期

間があります。 

本町では、平成 27年度末現在では施設数 37施設で建物数 135棟、延床面

積で 4.7 万㎡に及ぶ公共施設を有しております。その中で建築から 35 年以

上を迎える昭和 57年（1982年）までに整備された施設数等 19施設で 81棟、

面積 3.4万㎡、全公共施設の 72.2％となっております。 

この時期までに整備された公共施設は既に相当な年月が経過しており、施

設の寿命を考えると、そう遠くない将来に多くの施設の改修・更新時期が重

なる時期を迎えることになります。これは多額の維持更新費が必要になる時

期が到来することを意味します。 

① 施設類型ごとの延床面積・割合 

公共施設の延床面積を見ると、校舎や体育館等の学校教育施設が 52.8％

と大部分を占めています。次いで公民館などの集会施設、資源化センター等

の供給処理施設、庁舎、高齢者福祉施設の順に多くなっています。 

 

図 ３-１ 公共施設の延床面積 

② 建築年別整備状況（延床面積） 

主な公共施設の建築年度を見ると、昭和 33（1958）年度の役場庁舎建設、

昭和 40（1965）年度から昭和 42（1967）年度にかけての板倉中学校の建設、
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昭和 45（1970）年度から昭和 48（1973）年度にかけて保育園などの子育て

支援施設と各小中学校体育館の建設、昭和 53（1978）年度から昭和 57（1982）

年度にかけて中央公民館や各小学校校舎の建設、主に学校教育施設建設に併

せて整備面積が大きくなっています。 

また 1981年の新耐震基準以前に建築された施設は、全体の 55.5％を占め

ています。このうち 3/4を占める学校教育系施設と公民館については耐震化

対策を実施済みです。最も老朽化の進んでいる役場本庁舎については、建て

替え工事が進んでいます。 

 
図 ３-２ 公共施設の年度別整備延床面積 

表 ３-１ 築 35年以上の主な建物一覧 

建築年度 分類 施設名 建物名 延床面積 耐震基準 耐震診断 耐震診断結果等 

昭和 33（1958） 行政系施設 役場 本庁舎 1,218 ㎡ 旧耐震 実施 耐震性なし 

昭和 40（1965） 学校教育系施設 中学校 校舎 1,024 ㎡   実施 耐震補強済み 

昭和 41（1966） 学校教育系施設 中学校 校舎 2,083 ㎡   実施 耐震補強済み 

昭和 42（1967） 学校教育系施設 中学校 校舎 1,282 ㎡   実施 耐震補強済み 

昭和 45（1970） 学校教育系施設 中学校 体育館 1,567 ㎡   実施 耐震補強済み 

  子育て支援施設 北保育園  644 ㎡   未実施   

    板倉保育園  704 ㎡   未実施   

昭和 46（1971） 学校教育系施設 北小学校 体育館 553 ㎡   実施 耐震性あり 

  
社会教育系施設 
（スポーツ系） 武道館  420 ㎡   未実施   

  子育て支援施設 南児童館  487 ㎡   未実施   

昭和 47（1972） 学校教育系施設 南小学校 体育館 634 ㎡   実施 耐震性あり 

    東小学校 体育館 522 ㎡   実施 耐震性あり 

    西小学校 体育館 844 ㎡   実施 耐震性あり 

昭和 48（1973） 子育て支援施設 西児童館 737 ㎡   未実施   

昭和 53（1978） 
社会教育系施設 
（市民文化系） 中央公民館 2,613 ㎡   実施 耐震性あり 

昭和 54（1979） 社会教育系施設 文化財資料館 461 ㎡   未実施   

昭和 55（1980） 学校教育系施設 東小学校 校舎 2,437 ㎡   実施 耐震補強済み 

    西小学校 校舎 4,873 ㎡   実施 耐震補強済み 

昭和 56（1981） 
社会教育系施設 
（市民文化系） 南部公民館  995 ㎡   実施 耐震性あり 

昭和 57（1982） 学校教育系施設 北小学校 校舎 3,410 ㎡ 新耐震 
  

    南小学校 校舎 2,876 ㎡   
  

  スポーツ系施設 海洋センター 体育館 1,102 ㎡   
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 土木インフラの現状 ２．

① 道路の整備状況 

本町の認定している町道は 1級町道 15路線、2級町道 24路線、その他町

道 1862路線、自転車歩行者道 30路線が整備されています。本町では生活道

路のほか農道も町道認定していますので、町道の舗装率は低くなっています。 

近年は緊急時を考慮し、生活道路を中心に拡幅や舗装などの整備を進めて

います。また、災害時等の避難経路を確保する目的もあり、八間樋橋の更新

に併せて幹線道路の整備も進めてきました。しかしながら、整備から年月が

経過し損傷が目立ってきた町道もあり、新規整備のほか長寿命化や修繕につ

いても検討しなければならない状況が多く見受けられます。 

 
図 ３-３ 町道路線種別 舗装・未舗装延長構成比 

 

表 ３-２ 町道路線種別 実延長・道路面積（橋梁部を除く）（H28.3.31 現在） 

路線種別 
実延長  

道路部面積 
 舗装 未舗装 

1級町道         31,802 m 30,395 m 1,407 m 215,974 ㎡ 

2級町道         34,726 m 30,210 m 4,516 m 179,626 ㎡ 

その他町道       465,115 m 218,751 m 246,364 m 1,837,209 ㎡ 

自転車歩行者町道 1,956 m 1,652 m 304 m 13,159 ㎡ 

合計 533,599 m 281,008 m 252,591 m 2,245,968 ㎡ 
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② 橋りょうの整備状況 

農業振興地域が多い本町では横断する河川や基幹水路が数多く存在し、さ

らに東端を鉄道が西端を高速道路が縦断する地理的な条件から、大小さまざ

まな橋りょうを整備しています。本町の管理する橋りょうは、橋長 15m以上

の橋りょうが 26基、橋長 15m未満の橋りょうが 258基あり、その面積は 9,166

㎡です。このうち、建設年度を把握している橋りょう面積が 45.6%、建設年

度が不明の橋りょう面積が 54.4%となっています。 

建設年度が判明している橋りょうを見ると、多く整備された年が昭和 47

（1972）年、昭和 60（1985）年、平成 11（1999）年、平成 12（2000）年と

年度別の整備面積に偏りがあります。これに加えて、建設年度が不明である

ものが半分以上あることを考慮しなければなりません。このような状況をふ

まえ、橋りょうの長寿命化を考慮しながら今後の修繕工事等を検討している

状況です。 

 
図 ３-４ 橋りょうの構造別年度別整備面積（平成 28年 3月 31日現在） 

 

表 ３-３ 橋長別橋りょう数と面積（平成 28年 3 月 31 日現在） 

橋長 橋数 
面積 

  

          

PC RC 鋼橋 石橋 その他 

15m以上 26 3,857 ㎡ 1,584 ㎡ 882 ㎡ 1,391 ㎡ 0㎡ 0㎡ 

15m未満 258 5,309㎡ 689 ㎡ 4,598 ㎡ 17 ㎡ 0㎡ 5㎡ 

合計 284 9,166㎡ 2,273 ㎡ 5,480 ㎡ 1,408 ㎡ 0㎡ 5㎡ 
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③ 農業用排水路の整備状況 

農業用の水路については、用水事業については邑楽土地改良区、排水事業

については町が事業を行っていますが、水路については用水・排水を共用し

ている状況のため、双方で整備を実施するほか県営等の土地改良事業に併せ

て実施もしています。農業振興と防災のため、用排水路の改修等についても

継続して実施しています。未改修の用排水路も多く存在し、今後とも整備を

検討していく必要があります。 

④ 下水道の整備状況 

下水道の整備については、板倉ニュータウンの開発に伴い下水処理施設と

して板倉町水質浄化センターを建設し、平成 10（1998）年に供用を開始しま

した。下水処理施設と幹線管渠については町で整備しましたが、支線管渠の

整備については町だけでなく、群馬県企業局が布設し移譲されたものも多く

あります。整備地区が限られているため、今後の下水管の総量は微増にとど

まることが予想されます。最も古い管渠でも平成 7（1995）年以降の整備と

なっていますので、当分の間は老朽化の心配はありません。ただし、老朽化

した際はすべて町で更新する必要があります。なお、下水処理施設について

は、供用開始から 18 年が経過しており、設備の改修・更新時期が近くなっ

ています。 

 
図 ３-５ 下水道の管種別年度別延長 
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 将来の更新費用の推計 ３．

① 公共施設の更新費用の将来推計 

公共施設の将来の更新費用を試算した結果、本町が所有する公共施設につ

いて、すべて大規模改修を実施し現状規模のまま建て替えを行った場合、今

後 40 年間で 220.8 億円（年平均 5.5 億円）かかることが見込まれます。ま

た直近 5 カ年の公共施設にかかる投資的経費を見ると年平均で約 1.76 億円

となっています。 

 

図 ３-６ 将来の更新費用の推計（公共施設） 

② 道路の更新費用の将来推計 

道路の将来の更新費用を試算した結果、現状規模のまま更新を行った場合、

今後 40 年間で 172.3 億円（年平均 4.3 億円）かかることが見込まれます。

また直近 5カ年の道路にかかる投資的経費を見ると年平均で約 2.0億円とな

っています。 

 

図 ３-７ 分類別面積による将来の更新費用の推計（道路） 
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③ 橋りょうの更新費用の将来推計 

橋りょうの将来の更新費用を試算した結果、現状規模のまま更新を行った

場合、今後 40年間で 18.1億円（年平均 0.5億円）かかることが見込まれま

す。また直近 5 カ年の橋りょうにかかる投資的経費を見ると年平均で約 0.3 

億円となっています。 

 

図 ３-８ 構造別面積による将来の更新費用の推計（橋りょう） 

④ 下水道の更新費用の将来推計 

下水道の将来の更新費用を試算した結果、現状規模のまま更新を行った場

合、10 年後にまず処理施設の更新が必要となり、40 年後から管路の更新が

必要となります。今後 40年間で 12.3億円（年平均 0.3億円）かかることが

見込まれます。また直近 5カ年の下水道にかかる投資的経費はありませんが、

下水道事業債の元利金返済が毎年度 1.0 億円で平成 34（2022)年度まで継続

し、その後は徐々に減少して平成 42（2030)年度に完済となる予定です。 

 

図 ３-９ 管種別年度別延長による将来の更新費用の推計（下水道） 
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⑤ 公共施設と土木インフラをあわせた将来の更新費用の推計 

公共施設と土木インフラをあわせたすべての公共施設等の更新費用を試

算した結果、公共施設について建物の耐用年数を 20％延長し大規模改修を実

施せず、現在建設中の役場庁舎についても考慮した場合でも、今後 40 年間

で 412.2 億円（年平均 10.3 億円）かかることが見込まれます。直近 5 年間

の公共施設にかかる投資的経費は平均 5.4億円ですので、毎年 4.9億円不足

することになります。 

現在の財政状況でも現状規模のまま公共施設等の更新を行っていくこと

は厳しい状況です。将来的な財政推計で扶助費やその他経費は上昇傾向にあ

り、普通建設事業費は減少傾向となることが予想されているため、公共施設

等の更新のための財源確保はさらに厳しい状況となります。 

 

図 ３-１０ 将来の更新費用の推計（公共施設及びインフラ資産） 

 

 社会構造の変化とサービス見直しの必要性 ４．

板倉町人口ビジョンの目標とする合計特殊出生率と移動率を達成しても、

本町の人口は今後 40年間で現在の 80％となり、生産年齢人口は 68％となり

ます。 

人口の減少や高齢化、高度情報化社会の到来などといった社会構造の変化

を受けて、公共施設等が整備された時と比較すると施設等に対する利用需要

に変化が生じています。高度化・多様化する住民ニーズに対応し、住民の皆
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様に満足していただける行政サービスを提供していくことが求められてお

り、そのために、財政基盤の充実が喫緊の課題となっています。人口減少等

により、公共施設等の利用需要が低下していくことが予想される中、厳しい

財政状況が想定されるため、公共施設等における機能やサービスのあり方を

改めて見直す必要性に迫られています。 
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 公共施設等総合管理計画の基本方針 第４章

 基本方針 １．

公共施設等の維持更新費を適正な水準に抑えていくためには、長期的な視

点を持って、統廃合・複合化・長寿命化・除却などを計画的に行うことによ

り、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現

することが必要となっています。 

公共施設については、人口減少と少子高齢化に伴い、今後財政規模が縮小

していくことを踏まえ、必要なサービス水準を確保しつつ、不要な施設につ

いては統廃合や除却により縮減を推進することとします。 

土木インフラについては、町民生活における重要性および道路や橋りょう

といった施設種別ごとの特性を考慮し、中長期的な経営視点に基づくそれぞ

れの長寿命化計画等に則した総量の適正化を図ることとします。 

財政については、公共施設等の更新や維持管理に対応するため基金への計

画的な積み立て、世代間負担と財政負担の平準化を図るため適切な地方債の

活用等、財源の確保に努めることとします。 

① 総資産量の適正化 

公共施設は、その施設のあり方や必要性について、町民ニーズや政策適合

性、費用対効果などの観点から総合的に評価します。廃止、集約化16、複合

化17を行うことで適正な施設保有量を実現します。土木インフラは、費用対

効果や経済波及効果を考慮し、新設・改修・更新を実施します。 

② 長寿命化の推進 

今後も活用していく公共施設や土木インフラについては、定期的な点検・

診断を実施し、計画的な維持修繕を徹底して長寿命化を推進します。長期に

わたる安心・安全なサービス提供に努めるとともに、ライフサイクルコスト

の縮減による財政負担の軽減と平準化を図ります。 

③ 施設の転用と除却 

集約化等により不要になった施設については、ほかの老朽化した施設や新

たな住民ニーズへ対応する機能を提供する施設として転用18を検討します。

                         
16 集約化：用途が同種あるいは類似している複数の施設を 1つの建物にまとめるこ

と。 
17 複合化：用途が異なる複数の施設を 1つの建物にまとめること。 
18 転用：これまでの用途を変更し、ほかの用途のために建物を使用すること。 
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また、老朽化により安全の確保が困難な施設については、速やかに除却し跡

地の新たな活用方法を検討します。 

④ 公民連携による民間活力の導入 

民間企業等の持つノウハウや資金を積極的に活用し、整備や管理における

官民の役割分担の適正化により財政負担の軽減とサービス水準の向上を図

るべく、公民連携19の可能性について検討していきます。 

 推進体制 ２．

公共施設等の総資産量を適正化するために、公共施設や土木インフラを担

当する各部門を横断的に調整し、公共施設等を効率的に維持管理する体制を

構築します。 

① 財政と各課局との連携 

長期的な視点から策定した施設整備・管理運営の計画も、財政措置があっ

てはじめて実行に移すことができます。効率的かつ効果的な管理を実施して

いくために、事業を担当する各課局との連携が必要不可欠です。総合管理計

画の導入により新たに必要となる経費については、全体の予算編成を踏まえ

ながらその確保に努めることとします。また、総合管理計画による事業優先

度判断に応じた予算配分の仕組みづくりについて今後検討していきます。 

② 町民との協働 

公共施設等の適正配置の検討にあたっては、議会や町民に対し随時情報提

供を行い、町全体で認識の共有化を図ります。公共施設等に関する情報や問

題意識を共有し、アンケートの実施等により住民のニーズと必要とする機能

の把握に努めます。将来の公共施設等のあり方について住民説明会等を実施

し、幅広く議論を進めていくことで、町民の理解と協働を推進します。 

③ 職員の意識改革 

全庁的に総合管理計画を推進していくためには、職員ひとりひとりが共通

認識を持って取り組んでいく必要があります。公共施設等の現状と将来の見

通し、総合管理計画の策定意義を十分理解し、行政サービスの水準を維持す

るための総量適正化への意識を職員の共通認識としていきます。社会構造や

                         
19 公民連携：PPP（Public/Private Partnership）とも呼ばれる公民が連携して公

共サービスの提供を行う事業手法の総称。PFI、指定管理者制度、包括的民間委託

などのさまざまな手法がある。 
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住民ニーズの変化に対応できるよう、今までの考え方にとらわれない柔軟な

発想で、住民サービスの向上のため創意工夫を実践していきます。 
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 施設類型ごとの基本方針 第５章

 公共施設 １．

① 学校教育系施設 

「板倉町立小学校適正規模・適正配置基本計画」に基づき、学校の統廃合

や複合化を念頭に施設管理を行います。長期的な視点に立ち、定期的な点検

と計画的な修繕により施設の長寿命化を図ります。廃止される施設について

は、除却や転用等の検討を行います。 

② 社会教育系施設 

長期的な視点に立ち、定期的な点検と計画的な修繕により施設の長寿命化

を図ります。利用者との連携を図り、施設設備の安全確保と必要とされる機

能の提供に努めます。将来的には、集約化や複合化の必要性についても検討

を行います。 

③ 子育て支援施設 

長期的な視点に立ち、定期的な点検と計画的な修繕により施設の長寿命化

を図ります。将来的な集約化や複合化も検討し、施設設備の安全確保と必要

とされる機能の提供に努めます。老朽化し安全の確保が困難な施設について

は除却を行います。 

④ 保健・福祉施設 

長期的な視点に立ち、定期的な点検と計画的な修繕により施設の長寿命化

を図ります。将来的には、集約化や複合化および除却の必要性についても検

討し、施設設備の安全確保と必要機能の提供に努めます。 

⑤ 清掃施設 

「館林・板倉・明和地域循環型社会形成推進計画」に基づく広域処理への

移行に伴い、使用しない施設については廃止とし、除却や転用等の検討を行

います。広域処理への移行後も使用する施設については、長期的な視点に立

ち、定期的な点検と計画的な修繕により施設の長寿命化を図ります。 

⑥ 行政施設 

「板倉町役場庁舎基本計画」に基づき整備を行います。整備後は長期的な

視点に立ち、定期的な点検と計画的な修繕により施設の長寿命化とライフサ

イクルコストの縮減を図ります。庁舎の利用状況と住民ニーズを勘案し、将
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来的な複合化も検討します。 

庁舎移転後の旧庁舎については速やかに除却します。 

⑦ 公営住宅 

長期的な視点に立ち、定期的な点検と計画的な修繕により施設の長寿命化

を図ります。安全性の確保が難しい場合には、既存民間住宅を活用した借上

町営住宅の供給など、必要とされる機能の提供に努めます。 

⑧ 公園 

長期的な視点に立ち、定期的な点検と計画的な修繕により施設の長寿命化

を図ります。遊具については定期的な点検により安全確保に努め、事故につ

ながる恐れがある場合は適切な措置を講じます。 

 土木インフラ ２．

① 道路 

日常的な維持管理として道路パトロールを実施することで破損状況や劣

化等を把握し、簡易補修等の対応により最大限の長寿命化を図ります。破損

状況によって適時補修を行っていくことを基本とし、経年的な劣化に対応す

る適切な年数で更新することを検討します。 

また、幹線道路においては、「板倉町舗装維持修繕計画」を基に舗装修繕

を実施します。計画的かつ効率的な舗装の維持管理を行うことで、維持・修

繕にかかる費用の大規模化を回避し、ライフサイクルコストの縮減を図りま

す。 

② 橋りょう 

５年毎に１回の頻度で橋りょう定期点検を実施し、橋りょうの健全度を把

握します。また、日常的な維持管理としてパトロールを実施し、清掃や土砂

詰まりの除去等の対応が容易な作業を実施します。それらの結果を基に「板

倉町橋梁長寿命化計画」を更新し、計画的に予防修繕等を実施することによ

り、ライフサイクルコストの縮減を図ります。 

現橋の修繕・架け替えが必要な場合については、費用対効果を検証して事

業の実施を検討することとし、場合によっては除却の検討も行います。 

八間樋橋の架け替えに伴い、旧橋は今後除却を行います。 

③ 用排水路 

受益者と連携して現状の把握に努め、破損や劣化状況の情報を共有します。
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必要とされる機能を保持するよう、適切な補修・更新等を行っていきます。 

④ 下水道 

定期的な点検により施設の破損状況や劣化状況等を把握し、予防保全と計

画的な修繕の実施により、ライフサイクルコストの縮減を図ります。
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